
（平成２４年１１月７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認福岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

福岡厚生年金 事案 4509 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業所にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 40年７月 20日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年７月 20日から同年８月１日まで 

 私は、昭和 40 年４月１日にＡ社に入社し、同年７月に同社Ｃ事業所に異

動したが、51 年７月に退職するまで、同社に継続して勤務していたので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社の従業員名簿及び同社が人事総

務業務を委託しているＤ社の回答から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤

務し（昭和 40 年７月 20 日にＡ社から同社Ｃ事業所に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿における昭和 40 年８月の記録から、１万

8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、Ａ社及び同社Ｃ事業所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿により、申立人と同様に異動した同僚 13 人の資格喪失日

（昭和 40 年７月 20 日）及び資格取得日（昭和 40 年８月１日）についても、

申立人と同日となっていることが確認でき、社会保険事務所（当時）が申立人

と同様に異動した全員の資格喪失日及び資格取得日をいずれも誤るとは考え難

いことから、事業主が記録どおりの届出を行い、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 40 年７月の保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



  

福岡厚生年金 事案 4510 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業所にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 40年７月 20日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年７月 20日から同年８月１日まで 

 夫は、昭和 40 年４月１日にＡ社に入社し、同年７月に同社Ｃ事業所に異

動したが、平成 10 年７月末に退職するまで、同社及び同社の関連会社に継

続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社の従業員名簿及び同社が人事総

務業務を委託しているＤ社の回答から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤

務し（昭和 40 年７月 20 日にＡ社から同社Ｃ事業所に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿における昭和 40 年８月の記録から、１万

8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、Ａ社及び同社Ｃ事業所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿により、申立人と同様に異動した同僚 13 人の資格喪失日

（昭和 40 年７月 20 日）及び資格取得日（昭和 40 年８月１日）についても、



  

申立人と同日となっていることが確認でき、社会保険事務所（当時）が申立人

と同様に異動した全員の資格喪失日及び資格取得日をいずれも誤るとは考え難

いことから、事業主が記録どおりの届出を行い、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 40 年７月の保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 



  

福岡厚生年金 事案 4511 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業所におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 40年７月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年７月 20日から同年８月１日まで 

私は、昭和 40 年４月１日にＡ社に入社し、同年７月に同社Ｃ事業所に異

動したが、平成 18 年７月に退職するまで、同社及び同社の関連会社に継続

して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社の従業員名簿及び同社が人事

総務業務を委託しているＤ社の回答から判断すると、申立人がＡ社に継続して

勤務し（昭和 40年７月 20日にＡ社から同社Ｃ事業所に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿における昭和 40 年８月の記録から、１万

8,000円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、Ａ社及び同社Ｃ事業所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿により、申立人と同様に異動した同僚 31 人の資格喪失日

（昭和 40 年７月 20 日）及び資格取得日（昭和 40 年８月１日）についても、

申立人と同日となっていることが確認でき、社会保険事務所（当時）が申立人

と同様に異動した全員の資格喪失日及び資格取得日をいずれも誤るとは考え難

いことから、事業主が記録どおりの届出を行い、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 40 年７月の保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



  

福岡厚生年金 事案 4512 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業所におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 40年７月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年７月 20日から同年８月１日まで 

私は、昭和 40 年４月１日にＡ社に入社し、同年７月に同社Ｃ事業所に異

動したが、平成 18 年 12 月に退職するまで、同社及び同社の関連会社に継

続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社の従業員名簿及び同社が人事

総務業務を委託しているＤ社の回答から判断すると、申立人がＡ社に継続して

勤務し（昭和 40年７月 20日にＡ社から同社Ｃ事業所に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿における昭和 40 年８月の記録から、１万

8,000円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、Ａ社及び同社Ｃ事業所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿により、申立人と同様に異動した同僚 13 人の資格喪失日

（昭和 40 年７月 20 日）及び資格取得日（昭和 40 年８月１日）についても、

申立人と同日となっていることが確認でき、社会保険事務所（当時）が申立人

と同様に異動した全員の資格喪失日及び資格取得日をいずれも誤るとは考え難

いことから、事業主が記録どおりの届出を行い、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 40 年７月の保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



  

福岡厚生年金 事案 4513 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業所におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 40年７月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年７月 20日から同年８月１日まで 

私は、昭和 40 年４月１日にＡ社に入社し、同年７月に同社Ｃ事業所に異

動したが、44 年１月末に退職するまで、同社に継続して勤務していたので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、Ｂ社の従業員名簿及び同社が人事

総務業務を委託しているＤ社の回答から判断すると、申立人がＡ社に継続して

勤務し（昭和 40年７月 20日にＡ社から同社Ｃ事業所に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿における昭和 40 年８月の記録から、１万

8,000円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、Ａ社及び同社Ｃ事業所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿により、申立人と同様に異動した同僚 13 人の資格喪失日

（昭和 40 年７月 20 日）及び資格取得日（昭和 40 年８月１日）についても、

申立人と同日となっていることが確認でき、社会保険事務所（当時）が申立人

と同様に異動した全員の資格喪失日及び資格取得日をいずれも誤るとは考え難

いことから、事業主が記録どおりの届出を行い、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 40 年７月の保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



  

福岡厚生年金 事案 4514 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成７年 11 月か

ら８年９月までを 34万円、同年 10月から 11年９月までを 32万円に訂正する

ことが必要である。 

   なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 11月１日から 11年 10月１日まで 

    Ａ社にＢ業務担当として勤務していた申立期間に係る厚生年金保険の標準

報酬月額が、実際の給与総支給額と相違している。 

    申立期間のうち、一部期間に係る給与明細書並びに平成 11年度及び 12年

度の「市民税・県民税特別徴収税額の通知書」を提出するので、申立期間

に係る標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額又は申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これ

らの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の標準報酬月額については、Ａ社において申立人と同一

職種であったとする同僚二人が所持する申立期間に係る給与明細書によると、

当該期間における厚生年金保険料の控除額及び給与総支給額に変動が無いこ

とから、申立人についても同様に、申立期間において、厚生年金保険料の控

除額及び給与総支給額に変動は無かったと推認できる上、申立人が所持する

給与明細書並びに平成 11 年度及び 12 年度の「市民税・県民税特別徴収税額



  

の通知書」において確認又は推認できる報酬月額及び保険料控除額から判断

すると、平成７年 11 月から８年９月までは 34 万円、同年 10 月から 11 年９

月までは 32万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立人が提出した給与明細書等において確認できる報酬月額又は保険料控

除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録上の標準報酬月額が長期間にわた

り一致していないことから、事業主は、給与明細書等で確認できる報酬月額又

は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務

所（当時）は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 4515 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 43 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３

万 9,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 43年３月１日から同年４月１日まで 

    私がＡ社及びグループ会社であるＣ社に勤務した期間のうち、申立期間に

おける厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。仕事の内容に変更は

無く、申立期間も継続して勤務していたことは事実であるので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録及び同僚の供述から判断すると、申立人は、Ａ社及

びＣ社に継続して勤務し（昭和 43 年４月１日にＡ社からＣ社に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 43

年２月の健康保険厚生年金保険被保険者原票から、３万 9,000円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当時の関係資料が無いため不明としているが、厚生年金保険に

おける資格喪失日が雇用保険における離職日の翌日の昭和 43 年３月１日と

なっており、公共職業安定所及び社会保険事務所（当時）の双方が誤って同じ

資格喪失日を記録したとは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の

資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還

付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



  

福岡国民年金 事案 2608 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年 11 月から 59 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

また、平成８年５月から９年２月までの国民年金保険料については、免除

されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 52年 11月から 59年６月まで 

         ② 平成８年５月から９年２月まで 

申立期間①については、私がＡ市役所で私の夫の国民年金保険料を納付し

た際に、同市の職員から、私も 30 歳までに国民年金に加入するように言わ

れたので、昭和 52 年 11 月頃に、同市役所の国民年金の担当課で厚生年金

保険被保険者証を提示して加入手続をし、保険料は定期的に納付していた。 

申立期間②については、当該期間直後も申請免除が承認されているので、

当該期間も免除の申請を行い、承認されているはずである。 

申立期間①及び②の納付記録が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立期間①よ

り後の昭和 61 年１月に払い出されており、当該払出し時点では、申立期間

①の大部分は時効により国民年金保険料を納付することができない期間で

ある上、それ以前に別の記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

また、申立人は保険料をまとめて納付したこともあると供述していると

ころ、オンライン記録により、申立期間①直後の昭和 59 年７月から 60 年

３月までの保険料は、61 年 10 月 29 日に最大限遡って過年度納付されてい

ることが確認できるものの、当該納付時点では、申立期間①は時効により

保険料を納付することができない期間である。 

さらに、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資



  

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 

２ 申立期間②については、申立人の夫も同期間の保険料が免除ではなく、未

納となっている上、夫婦共に平成 10年５月 13日付けで過年度納付書が作成

された事跡が確認できるところ、申立期間②直後の９年３月から 10 年３月

までは、既に免除となっていたことから、過年度納付書が作成された時点に

おいて、申立期間②は未納期間であり、免除期間として承認されてはいな

かったものと推認される。 

  また、申立期間②前後の免除記録についても、前述の免除期間を含め、そ

の免除記録に不自然な点は無く、記録管理の不備もうかがえない。 

さらに、申立人が申立期間②の保険料を免除されていたことを示す関連資

料が無く、ほかに当該期間の保険料を免除されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

 

  ３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

    また、申立人が申立期間②の国民年金保険料を免除されていたものと認め

ることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 4516（事案 3169の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

  

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年６月１日から 10年５月 19日まで 

    私は、Ａ社に勤務していたが、社長が急死したため、代表取締役に就任し

た。また、就任後の給与支給額が約 100万円に上がったため、標準報酬月額

の変更手続を行った記憶があるが、当該標準報酬月額の記録が確認できな

かったため、年金記録確認第三者委員会に申立てを行ったものの、記録の訂

正は認められなかった。 

今回、新たな資料として「平成９年分給与所得の源泉徴収票」を提出す

るので、申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）オンライン記録によれば、代表取

締役に就任した後の平成９年８月 25 日に、社会保険事務所（当時）において

同年 10月以降の標準報酬月額 11万 8,000円に係る算定基礎届の処理が行われ

ていることが確認できるほか、申立人の標準報酬月額が遡って引き下げられて

いるなどの不自然な点は確認できないこと、ⅱ）その主張する標準報酬月額に

相当する厚生年金保険料を給与から控除されていることを確認できる給与明細

書等の資料が無いこと、ⅲ）申立期間当時の標準報酬月額の最高額は 59 万円

である旨定められているところ、商業登記簿において申立人の後に代表取締役

に就任したことが確認できる者の標準報酬月額は 20 万円であること、ⅳ）申

立期間当時、Ａ社に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できる者から、申

立人の申立期間における報酬月額及び厚生年金保険料の控除額等について確認

できる供述を得ることができないことなどから、既に当委員会の決定に基づき

平成 22 年 12 月 24 日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通

知が行われている。 



  

今回新たに申立人は、その主張する標準報酬月額に見合う厚生年金保険料

が控除されていたことを示す資料として「平成９年分給与所得の源泉徴収票」

を提出して再度申立てを行っているが、当該源泉徴収票の社会保険料等の欄に

記載されている 18 万 1,419 円は、オンライン記録の標準報酬月額 11 万 8,000

円に基づく健康保険料額及び厚生年金保険料額の合計額と一致している。 

また、申立人の同僚は死亡又は所在不明になっていることから、新たな供

述を得ることはできず、申立人からも年金記録の訂正につながる具体的な供述

を得ることはできない。 

このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 4517 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年８月１日から 40年８月 27日まで 

             ② 昭和 43年２月１日から同年９月１日まで 

    申立期間①については、昭和 39 年８月１日からＡ社（現在は、Ｂ社）に

勤務したが、年金事務所の記録では、同社の厚生年金保険被保険者の資格

取得日が 40 年８月 27 日となっている。39 年８月１日から同社に勤務して

いたことは間違いないので、厚生年金保険被保険者の資格取得日を訂正し

てほしい。 

申立期間②については、昭和 43 年２月１日からＣ社に勤務したが、年金

事務所の記録では、同社の厚生年金保険被保険者の資格取得日が同年９月１

日となっている。同年２月１日から同社に勤務していたことは間違いないの

で、厚生年金保険被保険者の資格取得日を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①については、Ｂ社は、「申立人が申立期間にＡ社に在籍してい

たことを確認できる関連資料は無い。」と回答している上、申立期間①にお

ける雇用保険の被保険者記録も確認できないことから、当該期間における申

立人の勤務について推認することができない。 

また、Ｂ社が保管する「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び

標準報酬決定通知書」によれば、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険

者の資格取得日は、昭和 40 年８月 27 日と記録されていることが確認でき、

当該記録は、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録及

びオンライン記録と一致している。 

さらに、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、



  

申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

    

２ 申立期間②については、申立人は、「Ｄ資格免許を取得した直後から、Ｃ

社で勤務した。」と供述しているところ、当該免許所管部局の回答により、

申立人は昭和 43 年２月２日に同免許を取得していることが確認できるとと

もに、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により申立期間②当

時に厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚の供述から判断

すると、申立人が申立期間②において同社に勤務していた可能性はうかが

える。   

しかしながら、申立事業所の事業主は、「当時の事業主は既に死亡してお

り、根拠となる資料等が無いので、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保

険料の控除については不明である。」と回答している上、申立人及び前述の

同僚が、申立期間②当時、経理事務を担当していたとして名前を挙げた同僚

は既に死亡しており、申立人の申立期間②における厚生年金保険の加入状況

及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   また、申立人のＣ社における雇用保険の被保険者記録は確認できない上、

申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

     

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 4518 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52年頃から 55年９月頃まで（Ａ社） 

             ② 昭和 55年 11月頃から 57年頃まで（Ｂ社） 

             ③ 昭和 58年頃から 59年頃まで（Ｃ社） 

             ④ 昭和 58年頃から 59年頃まで（Ｄ社） 

    厚生年金保険の加入記録を確認したところ、全ての申立期間について厚生

年金保険の被保険者記録が無いことが分かった。 

申立期間①についてはＡ社、申立期間②についてはＢ社、申立期間③につ

いてはＣ社及び申立期間④についてはＤ社に勤務していた期間であり、全て

の申立期間において勤務していたことは事実であるので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、雇用保険の被保険者記録から判断すると、申立人

が、申立期間①のうち、昭和 54 年１月 29 日から 55 年９月 13 日までの期

間においてＡ社に勤務していたことは認められる。 

    しかしながら、Ａ社の事業主は、「申立人に係る記憶は無い。申立期間に

係る関係資料は保管しておらず、申立内容を確認できない。」と回答して

いる上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間

①当時に厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚は、それぞれ、

「申立人に係る記憶は無く、当時の厚生年金保険の加入状況については分

からない。」、「申立人に係る記憶は無いが、当時のＥ業務に従事する者

は勤務先を転々とする者が多く、厚生年金保険に加入していない者が多

かった。」と供述していることから、申立人の申立期間①における勤務実

態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除について確認でき



  

る関連資料及び供述を得ることができない。 

また、適用事業所名簿によれば、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該

当することになったのは、昭和 53 年７月１日であり、申立期間①のうち、

52 年頃から 53 年７月１日までの期間については、適用事業所ではなかった

ことが確認できる。 

  さらに、前述の被保険者名簿では、申立人の厚生年金保険の被保険者記録

は確認できず、健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録

が欠落したものとは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほ

か、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    

２ 申立期間②については、雇用保険の被保険者記録及び申立人がＢ社を退職

した後に勤務したとするＣ社が保管している申立人の履歴書の職歴欄に

「昭和 56、Ｂ社入社」、「同 58、退社」と記載されていることから判断す

ると、申立人が、申立期間②の一部を含む昭和 56 年７月 11 日から 58 年８

月５日までの期間においてＢ社に勤務していたことは認められる。 

    しかしながら、適用事業所名簿によれば、Ｂ社は既に厚生年金保険の適用

事業所に該当しなくなっている上、当時の事業主は既に死亡しているため、

平成２年に代表取締役に就任した元事業主に聴取したところ、「申立人が

Ｆ業務担当として勤務していた記憶はあるが、勤務期間、雇用形態及び厚

生年金保険の加入状況については分からない。」と回答しており、申立人

の申立期間②における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保

険料の控除について確認することはできない。 

    また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間②

当時に厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚は、「私はＦ業務の

管理者であったが申立人に係る記憶は無い。申立期間当時、正社員と日雇

労働者が勤務しており、日雇労働者は厚生年金保険に加入させない取扱い

だったと思う。」と供述しているところ、前述の適用事業所名簿によれば、

同社は日雇健康保険の加入事業所であったことが確認できることから判断

すると、当時、申立事業所では、全ての従業員を必ずしも厚生年金保険に

加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

さらに、前述の被保険者名簿では、申立人の厚生年金保険の被保険者記

録は確認できず、健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記

録が欠落したものとは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほ



  

か、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    

３ 申立期間③については、Ｃ社が保管する「労務費計算明細書元帖」及び

「昭和 58 年出勤帖」によれば、申立人が同社において、昭和 58 年 10 月 10

日に入社し、同年 12月 28日に退職した記録が確認できる。 

   しかしながら、Ｃ社は、「当時、従業員は入社後３か月間の試用期間があ

り、試用期間の経過後に本雇いとなり、厚生年金保険に加入させていた。

申立人は本雇いになる前に退職しているので、厚生年金保険に加入させて

いない。」と回答していることから判断すると、当時、申立事業所では、

従業員について必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させていたとは

限らない事情がうかがえ、申立人は退職するまでの期間において厚生年金

保険に加入していなかったことが推認できる。 

また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人の厚

生年金保険の被保険者記録は確認できず、健康保険の整理番号に欠番が無

いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほ

か、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    

  ４ 申立期間④については、適用事業所名簿により、Ｄ社が厚生年金保険の適

用事業所に該当していた記録は確認できない。 

また、申立人は、当時の事業主について姓は記憶しているものの、姓の

みでは個人を特定することができない上、当時の同僚の名前を記憶してい

ないことから、申立人の申立期間④における勤務実態、厚生年金保険の加

入状況及び厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び供述を

得ることができない。 

さらに、申立人が申立期間④に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほ

か、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    

５ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として全ての申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 4519 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

        生 年 月 日 ： 大正 13年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 58年７月１日から 59年５月１日まで 

② 昭和 60年６月１日から 61年５月１日まで 

    昭和 49年６月 15日にＡ社（現在は、Ｂ社）に嘱託社員として入社し、当

初はＣ業務に携わっていたが、58 年＊月＊日に、定年退職となり、翌日か

ら再雇用され、引き続き 61年４月 30日まで勤務した。 

しかし、Ａ社に勤務していた期間に、休職や長期欠勤をしたことは一切無

かったにもかかわらず、申立期間①及び②において同社に係る厚生年金保険

の被保険者記録が欠落しているのはおかしいので、両申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    両申立期間については、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

ける厚生年金保険被保険者記録及び雇用保険の被保険者記録が、全てオンライ

ン記録と符合していることが確認できる。 

 また、申立人に係る雇用保険の支給台帳全記録照会によれば、両申立期間に

求職者給付の基本手当を受給した記録が確認できる。 

    さらに、両申立期間前後に申立事業所に勤務していたとする元同僚の供述、

及びＢ社本社の回答からは、申立人の両申立期間における厚生年金保険の加入

状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない上、Ｄ町は、

申立人が昭和 60 年６月１日から平成 20 年４月１日までの期間において国民健

康保険に加入していた旨を回答している。 

加えて、申立人が両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 


